1． 試算の目的

我が国の財政状況は、景気低迷の長期化を背景とする大幅な税収減、度重なる経済対策による歳出増や大幅な減税により急速に悪化しています。

また、地方財政も地方税や地方交付税の原資となる国税収入が落ち込む一方で、景気対策による公共事業の追加により地方債残高が膨らむなど極めて厳しい状況にあります。

当市においても市税収入の伸びが期待できないなど依然として厳しい状況にあります。歳出面では少子・高齢化社会に向けた総合的な地域福祉対策、下水道などの都市基盤整備や老朽化した公共施設の整備に加え、供用を開始する新ごみ処理施設の運営経費、公債費の増嵩、介護保険制度の導入など多大な財政需要を抱えています。

  地方分権制度が本格的にスタートし、市民が自らの意志と責任で自らを治める、真の意味での地方自治を確立して、みんなが安心して暮らせる活力ある地域社会を構築する枠組みづくりが求められています。

市政への市民参画を得るためには、市政に関する情報を市民とともに共有することが前提となります。

このため、平成１２年３月に平成１６年度までの中期財政試算を行い、中期的展望に立った財政の健全化方策をたて、市民の理解と協力をいただいて計画的な行政運営の推進に努めることとしたところです。

その後，国の経済財政構造改革が動きだし，地方交付税制度の見直しなど地方を取り巻く環境も大きく変わろうとしています。また，当市に

　おいても火葬場の建替えや新市民プール建設などの大型事業が具体化してきており,これを担保する意味からも中期財政試算の後半について,

新たな見通しをたてる必要がでてきたと考えました。

　　

２．試算の前提条件
（1） 歳  入

市  税

経済情勢を考慮し，市民税と市たばこ税は１５年度で０．５％，１６年度で１．０％の伸びを見込みました。

特別土地保有税と入湯税は０．５％，固定資産税と都市計画税は１％の伸びを見込んでいます。

地方交付税

普通交付税～通常分は１５年度▲０．９％、１６年度は１５年度と同額で見込み、新ごみ処理施設及び下水道事業の償還費算入分については、償還予定額を基に試算しました。

※１　児童扶養手当の見直しに係る調整を行っています。

　　　　　　※２　段階補正の見直しに係る調整を行っています。

特別交付税～普通交付税の通常分と同様、１５年度▲０．９％、１６年度

は１５年度と同額で試算しました。

※３　特殊事情による調整を行っています。

譲与税・交付金

利子割交付金～１５年度以降については，高金利時期の預金満期による

　　　　　　　増を排除して計上しました。

その他地方特例交付金等～１５年度で０．５％，１６年度では１．０％の

　　　　　　　　　　　　伸びを見込みました。

国・道支出金

性質別充当区分により試算しました。

扶助費充当分については，０．５％の伸びを見込みましたが，児童扶養手当負担金については，１４年度が４ヶ月分しか計上していないので，１５年度以降について年間分を見込みました。

人件費，維持補修費，補助費等については１４年度予算と同額としました。

普通建設事業分は、実施計画に基づき，所要額を計上しました。

市  債

１５年度以降、財源対策債及び減税補てん債を１４年度予算と同額にした

ほか，実施計画に基づき所要額を計上しました。

· ４　臨時財政対策債については，普通交付税と一体として捉え，臨時財

　　　政対策債と普通交付税の合算額について2.4％の伸びを見込み，この金額から普通交付税（通常分）を差し引いて計上しました。

（2） 歳  出

人件費

　職員数（普通会計）については下表の通り見込みました。

	　区　　　分
	１４年度
	１５年度
	１６年度

	予算計上人員
	４９４
	４８７
	４８０

	年度末退職者
	１４
	１６
	１９


　　給与改定は見込まず，共済費については短期分について０．５％の伸びを

　　見込みました。

扶助費

毎年度０．５％の伸び率で試算しました。

児童扶養手当については，歳入と同様の調整をしています。

公債費

１２年度までに借入れた市債の償還額については、既定条件で計算しました。

  １３年度借入れ分は最終補正での借入れ予定額をもとに算出しました。

１４年度以降の借入れ分については，各々の年度の歳入として見込んでいる市債の翌年度以降の償還見込み額を計上しました。

　利率等については，１．５％。１５年償還（３年間元金償還据置）の

　条件で計算しています。
普通建設事業費
実施計画にそって計上しました。大型事業分としては、公営住宅建設、新市民プール建設、火葬場建設、千歳最終処分場整備，墓地造成事業などを予定し、１４年度は１０億９，３７２万円、１５年度２７億５，８６０万円、１６年度７億９，３２０万円を見込みました。

土地開発公社からの土地買取り分は、毎年度５，０００万円を見込みまし

た。

物件費

使用料・賃借料は１～３％，文化スポーツ財団委託料は、１６年度において３％の伸びを見込みました。

１６年度については，新市民プールの運営費相当分を上乗せしています。

  維持補修費

１５年度は１４年度予算と同額とし，１６年度は３％の伸びを見込み実施計画分を加味して計上しました。

繰出金

国民健康保険～１４年度当初予算の考え方で計上しました。

下水道～公共下水道事業計画をもとに事業規模を算出し，計上しました。

介護保険～給付の伸び率を５％程度見込みました。

老人保健～公費負担割合の増加分を見込みました。

簡易水道～１４年度と同額を見込みました。

· この試算は、平成１４年度普通会計（一般会計・給食会計）当初予算を

ベースに、現在把握できる数値を基礎として今後における収支を見込み

一定の伸び率を設定するなどの仮定条件の下に見通しをたてたものであるため，将来の予算編成を拘束するものではありません。

また、国や北海道の予算、社会経済状況の変化などにより変動するもの

です。
※１　児童扶養手当

児童を扶養している母子家庭の母親等に支給される手当です。

従来，道の予算で取り扱われていましたが，事務が市に移譲されることになり，１４年度については４ヶ月分を市の予算に計上しています。１５年度以降は１２ヶ月分計上することとなります。

これに係る財源については国庫負担金を除き，普通交付税に上乗せする調整を行っています。

また，『国・道支出金』欄においても，児童扶養手当に係る国庫負担金を計上しています。

※２　段階補正

行政事務は一般的に｢規模の経済｣，いわゆるスケールメリットが働き，規模が大きく（小さく）なる程，単位当たりの経費が割安（割高）になる傾向があります。この経費の差を反映させるのが段階補正です。

国は段階補正の見直しを行うこととしておりますが，当市における影響額についてはまだ明らかになっておりません。そこで，人口３万人程度の市への影響額等を勘案し，１５年度で５,０００千円，１６年度で１０,０００千円の影響があるものとし，減額調整を行いました。
※３　市町村が行う住民基本台帳ネットワークシステム構築に係る経費については

　　　特別交付税で措置されることとなっており，所要の調整を行っています。

※４　臨時財政対策債

　　　従来，地方財政の収支不足見込額を補てんするため，国と地方がそれぞれ地方交付税特別会計で借入れを行っていましたが，平成１３年度からその一部を各地方公共団体が臨時財政対策債という赤字地方債で借入れ，補てんすることとされました。

　　　平成１４年度の地方財政計画では，地方交付税と臨時財政対策債の合計でみると

１３年度に比べ４．５％伸びています。
